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研究要旨 

東日本大震災の被災地では住民の精神的健康が心配されているが、被災地の市町自

治体、医療機関、消防、社会福祉協議会などの職員は、被災地住民でありながら応急期

から、復旧期、復興期の長期にわたり支援に携わるが、こうした職員の災害後長期の精

神的健康の実態や対策については不明な点が多い。そこでこうした職員の精神的健康と

これに関連する要因について縦断調査を行い、調査結果に基づいた効果的な対策を提言

したいと考えた。 

また、被災地住民の精神的健康を回復させ、精神疾患を予防するためには、支援者

が復興期に実施できる心理的介入方法を開発し普及するとともに、一般市民に対して認

知行動療法に基づく研修プログラムを開発することが有用と考えられる。そこで、本研

究では、災害復興期の心理的支援方法であるサイコロジカル・リカバリー・スキル（Skills 

for Psychological Recovery: SPR）の研修を被災地の支援者向けに実施し（99名）、さ

らに、実際に沿岸被災地 A地区において SPRの実施可能性を検証するための介入研究

を開始した。 

被災地の自治体職員、医療関係者、消防職員の計 1,788 名に対する健康調査と、沿

岸部 6市町の社会福祉協議会職員 1,048名を対象に 2012年に実施した調査データの解

析を行った。結果、被災から 1年後の支援者の抑うつ症状や心的トラウマ症状には、家

族の死、被災による転居に加え、職場のコミュニケーションや休養という発災後の職場

環境が関連した。 

SPRの研修では、SPRへの関心は高く研修への満足度も高かったが、一方で実践す

るための自信は乏しいという結果が得られた。今後は、スーパービジョンや事例検討な

ど、より実践的な研修を行う必要性が高いと考えられた。SPR の介入については、研

究プロトコルを完成させ 4名の予備的な事前介入と 4名の本介入を開始した。現在まで

有害事象は報告されておらず、予備解析では介入による改善効果が期待できる結果が得



られた。認知行動アプローチに基づく研修は、岩沼市、仙台市で計 3回実施した。2回

目までの 17名のデータによる予備解析では、研修の満足感は高く、自己効力感を向上

させる効果が期待できる結果であった。今後は石巻市などでも実施し、さらに対象者を

増やしていく。

はじめに 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大

震災（以下震災）は、わが国に未曾有の

被害をもたらした。大規模災害の後には、

被災地域の住民が精神的な健康に問題を

呈することが知られている。特に、今回

のような大規模災害においては、その影

響は被災地域全体に及んでおり、その健

康被害の大きさを計り知ることは難しい。 

大規模災害から地域の人々が復興し、

心の健康を回復していくためには、災害

後の応急期、復旧期、復興期の各時期を

通して公益性の高い仕事に従事する支援

者は欠かせない存在である。こうした職

種には、自治体職員、医療関係者、社会

福祉サービス職員、教員、消防隊員、警

察官などが含まれるが、こうした人々は

支援者という立場にあるが、一方で被災

地において生活する被災者でもあり、大

切な家族、友人、知人、同僚を失ったり、

自宅を失うなどの大きな被害を受けてい

る者も多い。発災直後から震災に対応し

た業務に従事し、長期的にも復旧、復興

に向けた膨大な業務に携わり、被災によ

り職場環境が大きく悪化している場合も

ある。 

大規模災害後の被災地で働く支援者の

精神的健康についての研究は応急期に活

動する職業的支援者である警察官や消防

隊員を対象とした研究はあるが、応急期

から復旧期・復興期にかけて長期間活動

するその他の支援者や働く人々の精神的

健康について調べた研究は乏しい。この

ため、こうした人々の精神的健康にどの

ような影響が生じるのか、その実態は明

らかにされておらず、このための対策も

確立されていない。こうした人々のトラ

ウマ関連症状や抑うつ症状について疫学

的な実態調査を行うことは、災害後の労

働者の健康対策を検討する上で極めて重

要なことだと考えられる。 

また、災害直後の被災地においては、

全国からこころのケアチームを含めた外

部の支援者により応急的な対策が取られ、

地域の精神保健医療を支える体制が構築

された。しかし、中長期的に住民の精神

的健康を向上させ、うつ病を始めとした

精神疾患の予防に向けた対策を行うため

には、心理学的な理論やモデルに基づい

た効果的な介入方法を開発していく必要

がある。このためには、大規模災害後の

被災地で実際に役立つ心理プログラムや

介入方法を開発し、これを実際に適用し

効果を検証していくことが大切になる。 

本研究は、①被災地の支援者の精神的

健康についての疫学調査、②災害復興期

の専門家が実施する心理支援方法の開発、

③被災地の一般市民向けの認知行動アプ

ローチによる介入を実施することで、東

日本大震災における被災者の精神的健康

の実態を明らかにするとともに、大規模

災害後の効果的な介入方法を開発するた

めの研究である。 

 



Ⅰ.被災地における支援者のメンタルヘ

ルスについての調査と支援方法について

の研究 

Ａ．研究目的 

大規模災害においては、応急期、復旧

期、復興期のそれぞれの時期に応じて

様々な職種の人々が支援に携わる。この

ような災害後の働く人々の精神的健康に

着目した研究としては、主に応急期に職

業的救援者として支援を行う警察官や消

防士などを対象とした研究が過去の災害

でも行われており、うつ病や PTSD に相

当する症状が長期的に持続することが報

告されている。 

しかし、災害後には応急期だけではな

く、復旧期・復興期を含む長期の支援活

動が必要であり、特に公益性の高い仕事

に従事する支援者は欠かせない存在であ

る。こうした職種には、自治体職員、医

療関係者、社会福祉サービス職員、教員

などが含まれるが、その多くは被災した

地元に住む人々であり、被災者として被

災地での生活を続けるなかで、長期の支

援活動を行うことになる。こうした人々

の多くは応急期から支援活動を継続して

おり、被災者としてのストレスに加えて、

災害後の支援に関わるストレスが付加さ

れることが予想されるため、精神的健康

に問題を抱えるリスクが高いと考えられ

る。 

実際、東日本大震災の発生から３年近

く経つ時期においても、被害が大きかっ

た地域では、多くの地元の支援者は、様々

な支援活動や復興事業に従事している。

自治体職員においては、精神疾患による

休職者が増加しているという新聞報道も

あり、被災地で働く支援者の精神的健康

を保持し、精神疾患を予防するための対

策は目下の課題である。しかし、こうし

た地元で働く公益性が高い仕事に就く支

援者の精神的健康については、これまで

十分に研究されてこなかった。 

そこで、我々は、東日本大震災被災地

の自治体職員、医療関係者、社会福祉協

議会（以下、社協）職員、消防隊員に対

して健康調査を実施し、精神医学的な立

場から支援を行うとともに、職員の健康

の実態を明らかにし、必要な支援の実施

に役立てるための縦断的な研究調査を計

画した。 

今年度の報告では、2012年度に実施他

調査結果について、各職域における精神

的健康に関わる指標の結果を示すととも

に、精神的不健康に関連している要因を

検討し報告する。 

 

Ｂ．研究方法 

対象は東北沿岸部被災地域の①自治体

職員、医療職員、消防隊員と②6市町の社

協職員である。 

①の調査は、2012年 5月に 1,788名に

実施し、1,479名(83%)からデータを回収

することができた。本報告ではこのうち、

震災発生時から災害支援業務を行ってい

た、自治体職員（610名）、医療職員（357

名）、消防隊員（328名）についての解析

結果を報告する。また、①の調査は 2013

年にも 1,894名を対象に実施し、1,563名

からデータを回収することができ、現在

このデータは解析中である。 

②の調査は、2012年 11月～2013年 1

月の期間に実施し、1,048名に実施し、823



名（81.6％）からデータを回収すること

ができた。社協職員は、生活支援相談員

（190名）、事務職員（199名）、介護職員

（271名）、その他（163名）の４群に分

けることができ、今回の報告では各群を

比較したデータについても報告する。ま

た、②の調査は 2013年 11月～2014年 1

月にも 5 市町の社協の職員を対象に調査

を実施している。 

調査項目は、現在の業務の状況や自身

の被災状況、現在の健康状況、うつ病・

不安障害のスクリーニング調査票

（Kessler Psychological Distress Scale: 

K6）、こころとからだの質問票（Patient 

Health Questionnaire:PHQ-9）による抑

うつ症状とその重症度評価、そして、17

項目の質問により PTSD の重症度を評価

する外傷後ストレス障害チェックリスト

（PTSD Check List: PCL）であった。 

調査票には協力の任意性が明記され、

職場の上司や同僚などに結果が知られる

ことがないよう、個人により封をされた

後に回収された。調査後の配慮として希

望者には精神科医、臨床心理士、または

精神科看護師が相談を行い、調査票を提

出しない場合でも相談を利用することが

可能である旨を周知した。なお、本調査

は、東北大学大学院医学系研究科倫理委

員会の承認を得た上で行われた。 

 

Ｃ．研究結果 

①自治体職員、医療職員、消防隊員に対

する調査（図 1） 

男性が 56％、平均年齢は 43歳であっ

た。家族に死者行方不明者がいる者は 9％、

被災による転居は 23％、死の恐怖を感じ

る体験をした者は 55%であった。職場の

コミュニケーション不足を感じている者

は 17%で、休養不足を感じている者は

39%であった。 

K6（有効回答数＝ 967）について、総

得点 13 点以上の高いストレスを自覚し

ている職員の割合は、自治体職員 11%、

医療職員 15%、消防隊員 3％であった。

2010年の国勢調査における、宮城県民の

平均は約 6％であり、自治体職員、医療職

員において、精神的苦痛が高い状況が明

らかとなった。 

うつ病のリスクが高いPHQ-9が 10点

以上は、自治体職員 24%、医療職員 22%、

消防隊員 6％であった。また、PTSDのリ

スクが高い PCL が 44点以上の者は自治

体職員 9%、医療職員 9%、消防隊員 3％

であった。うつ病と PTSD のリスクのい

ずれにおいても、自治体職員と医療職員

と比べて消防隊員におけるリスク者の割

合が低かった。 

精神的不健康のリスクに関わる要因を

明らかにするため、自治体職員、病院職

員において、PTSD、うつ病のハイリスク

に関与している要因を、多変量ロジステ

ィック回帰分析を用いて検討した。この

結果、PTSD のハイリスクに対して最も

高いオッズ比を示したのは休養不足であ

り、約 5 倍だった。職場のコミュニケー

ション不足は、約 3倍であった。一方で、

家族に死者がいると回答した職員のオッ

ズ比は約 4 倍、被災により転居したと回

答した職員は約 3 倍であり、震災の直接

的な影響は PTSD のハイリスクに関与し

ていた。うつ病のハイリスクに関与する

要因として最も高いオッズ比を示したの



は、職場のコミュニケーション不足と休

養不足であり、オッズ比はそれぞれ約 3

倍だった。 

 

②社会福祉協議会職員に対する調査（図 2） 

男性が 27％、平均年齢は 47歳であっ

た。家族に死者行方不明者がいる者は 9％、

死の恐怖を感じる体験をした者は 66%、

被災による転居は 26％であった。職場の

人間関係に苦労している者が 37%、休養

不足を感じている者は 38%、住民からの

非難により辛い思いをした者が 30%であ

った。 

K6（有効回答数=784）について、総

得点 10 点以上の高いストレスを自覚し

ている職員の割合は 18％であった。社会

福祉協議会職員においても、2010年の国

勢調査における、宮城県民の平均は約 6％

と比較して、精神的苦痛が高い状況が明

らかとなった。うつ病のリスクが高い

PHQ-9（有効回答数=781）が 10 点以上

は、13%であった。PTSD のリスクが高

い PCL（有効回答数=763）が 44 点以上

の者は 4%であった。 

 職種別に比較すると、K6で 10点以

上の割合は生活支援相談員では 22%、事

務職員では 22%であったが、介護職員で

は 13％、その他では 18％であった。生活

支援相談員および事務職員は介護職員や

その他の職種と比べて、より精神的な苦

痛を感じていた。PHQ-9 で 10 点以上の

割合は生活支援相談員では 17%、事務職

員では 13%、介護職員では 10％、その他

では 14％であった。PCLで 44点以上の

割合は生活支援相談員では 3%、事務職員

では 6%、介護職員では 2％、その他では

6％であった。 

精神的不健康のリスクに関わる要因を

明らかにするため、K6 で 10 点以上、

PHQ-9 で 10 点以上、PCL で 44 点以上

の者について関与している要因を、多変

量ロジスティック回帰分析を用いて検討

した。 

K6で 10点以上の高いストレスに関与

する要因で、最も高いオッズ比を示した

ものは、震災前からメンタルヘルスの治

療歴があることであり、4.0 倍であった。

次いで職場の人間関係に苦労しているこ

とが 3.1倍、自身の健康不安が 2.6倍であ

った。PHQ-9 で 10 点以上のうつ病症状

に関与する要因で、最も高いオッズ比を

示したものは、震災前からメンタルヘル

スの治療歴があることであり、5.6倍であ

った。次いで職場の人間関係に苦労して

いることが 3.2倍、自身の健康不安が 3.1

倍であった。PCL で 44 点以上の PTSD

症状に関与する要因で、最も高いオッズ

比を示したものは、震災前からメンタル

ヘルスの治療歴があることであり、3.1倍

であった。次いで住民からの非難で辛い

思いをしたことが 2.8 倍、職場の人間関

係に苦労していることが 2.8倍であった。 

 

４）考察 

今回の調査により、精神健康の悪化を

自覚する職員の割合は職域により異なり、

消防隊員と比較して自治体職員、医療職

員において、うつ病のリスクと PTSD の

リスクが高い者の割合が高いことが明ら

かとなった。過去の研究においても職業

的に災害についての教育や訓練を受けて

いる災害準備性の高い職種においては、



精神的不健康のリスクが低くなることが

知られており、今回の結果はそうした研

究に一致した結果となった。また、社協

職員に対する調査では、職種間での違い

が認められた。生活支援相談員は、震災

後に雇われた直接震災支援を行うため、

直接的な惨事ストレスへの暴露、準備性

から精神的な負荷が大きいものと考えら

れ、事務職もコーディネート等、業務量

の増加のため精神的負荷が大きいと考え

られた。一方で介護職は、発災から 1 年

半経過した調査時には震災前とほぼ同様

の業務を行っていたため生活相談支援員、

事務職員よりは精神的な負荷は小さいも

のと考えられた。精神的不健康のリスク

に関わる要因については、発災から 1 年

半後の時点においては経済的損失、家族

の死などの直接的な被災要因よりも、メ

ンタルヘルスの治療歴といった個人の要

因や、人間関係などの職場の要因が精神

症状に関係していた。 

今回の調査対象となった人々の、うつ

病や PTSD のリスクの高さに影響する因

子としては、家族の死、被災による転居

といった災害による喪失／悲嘆や環境変

化の直接的な影響に加えて、職場のコミ

ュニケーション不足および休養不足とい

った、災害後の職場環境が大きく関与す

ることが明らかとなった。職場のコミュ

ニケーションがうつ病や PTSD のリスク

に関わるという結果は、災害後の心的外

傷ストレスや喪失／悲嘆からの回復には

人々との結びつきが重要であるという考

えに一致するものである。 

災害による直接的な影響を変化させる

ことには制限があるが、職場で休養を取

りやすい環境を作ることや、職場内での

コミュニケーションを高めることは、災

害後に対処可能な要因であり、今後は、

これを改善するための具体的な対策を検

討することが重要である。 

本研究の結果は、災害支援を中長期的

に行う職場においては、震災の直接的な

影響だけではなく、目下の職場環境が精

神健康の悪化により影響を及ぼしている

可能性を示唆しており、災害支援者に対

する中長期的な介入方法を考案する上で

重要な結果である。 

今後は縦断的な調査を継続するととも

に、縦断データについての解析を行って

いく計画である。その上で、どのような

因子が被災地で働く支援者の中長期的な

精神的健康に影響を与えるのかをより詳

細に明らかにしていく。 

 

Ⅱ.災害復興期の被災者に役立つ心理支

援方法サイコロジカル・リカバリー・ス

キ ル （ Skills for Psychological 

Recovery: SPR）の普及と日本における実

施可能性についての研究 

 

Ⅱ-1. SRP の普及に向けた心のケア従事

者向けのトレーニング研修についての研

究 

Ａ．研究目的 

サイコロジカル・リカバリー・スキル

（Skills for Psychological Recovery : 

SPR）は、2010年にアメリカ国立 PTSD

センターとアメリカ国立子どもトラウマ

ティックストレス・ネットワークが開発

した、災害復興期の心理的支援方法であ

る。2011年 6月に兵庫県こころのケアセ



ンター研究班が翻訳して日本語版を作成

し公表した。災害の復興回復期に特化し

た支援プログラムである SPRは、これま

でにいくつかの海外の災害後に用いられ

ているが、わが国では本格的に適用され

ていない。 

東日本大震災の被災地において実際に

支援に関わっている精神保健医療の専門

家が SPRのトレーニングを受け、これを

実際の被災者に適用することは、被災地

におけるメンタルヘルス対策として実践

的な意義がある。しかし、心理的支援に

おいては必要な専門スキルの研修が必要

であるが、その研修方法は十分には確立

していない。 

本研究は、復興回復期に推奨されている

最新の心理的支援法である SPRを、被災

地の心のケアに従事している専門家にト

レーニングし、アンケートと質的調査を

行うことで、SPR の研修の意義と問題を

明らかにし、SRP の日本での適用の可能

性と課題を明らかにすることを目的とす

る。 

 

Ｂ．研究方法 

【SPR研修会の実施】 

被災地の心のケアに従事している専門

家を対象に、以下の日程で SPR研修会を

開催した。講師は、SPR トレーナー資格

取得者である、兵庫県こころのケアセン

ターの大澤智子氏（臨床心理士）に依頼

した。その上で、基本研修として SPRの

について講義やワークショップによる研

修を 2日間の日程で行った。平成 24年度

に 3 回実施済であり、今年度は第 4 回目

として平成 25年 7月 27日・28日に気仙

沼で実施した。また．フォローアップ研

修として、基本研修に参加した者の中の

希望者を対象に、SPR 活用事例について

の事例検討を実施した。この研修は平成

24年度に 2回実施済であり、今年度は第

3回として平成 25年 12月 5日に気仙沼

で実施した。 

 

【調査方法】 

基本研修の前後およびフォローアップ

研修後に、研修の内容と SPRについての

アンケート調査を無記名で実施した。な

お、データは基本研修時からフォローア

ップ研修まで追跡できるよう ID 化し連

結可能匿名化した。 

基本研修後、研修参加者が各自のフィ

ールドで被災者にSPRを用いて支援を行

った場合、スキル実施ログに記録してフ

ォローアップ研修時に提出するよう依頼

した。スキル実施ログの内容は、支援で

用いた技法、支援時間、支援回数、支援

の内容や問題点とした。 

フォローアップ研修会時には、グルー

プ・ディスカッションを行い、SPR 活用

にあたっての実現可能性や問題点を検討

し、その内容を議事録で記録した。 

 

【調査内容】 

１．アンケート調査（無記名） 

研修前（基本研修時）：基本属性、普段

活用している理論、トラウマ支援の経験、

心理支援法についての考え 

研修後（基本研修時およびフォローア

ップ研修時）：研修プログラムの全体的評

価、SPR に関する興味関心・難易度・仕

事との関連性・活用する意欲・自信、SPR



の各スキルごとの有用性、感想（自由記

載） 

 

２．スキル実施ログ調査（無記名） 

支援対象者の属性（年齢、性別、主訴

など個人が特定されない情報）、支援で用

いた技法、支援時間、支援回数、支援の

内容や問題点 

 

３．グループ・ディスカッション 

① 自分の活動の中で SPR が役に立ちそ

うだと思う場面 

② 今までに実際にSPRを試してみた（試

そうと思った）ことがあるか 

③ 自分の活動の中で SPR を活用する上

で難しい点・工夫点・課題 

④ どのような研修体制やスーパービジ

ョン（SV）体制があれば SPR を活用し

やすくなると思うか 

 

【倫理的配慮】 

研修の参加と研究への同意は区別し、

研究への参加は自由意志のもとに同意を

得た者のみに行った。なお、本研究の実

施着いては、東北大学大学院医学系研究

科倫理委員会の承認を得ている。 

 

Ｃ．研究結果 

【対象者】 

研修会の受講者数（カッコ内は研修の

全過程を修了した修了者数）を報告する。

基本研修は今年度開催した第 4回目に 18

名（17 名）参加があり、通算合計 99 名

（75名）になった。フォローアップ研修

は第 3 回目に 6 名の参加があり、通算合

計 37名になった。 

以上の参加者のうち、研究に同意を得

られた者を研究対象者とした。基本研修

のアンケート調査（4回分）では有効回答

数 90、フォローアップ研修でのアンケー

ト調査（3回分）では有効回答数 28であ

った。フォローアップ研修に複数回出席

している者の回答に関しては第 1 回目の

回答を使用した。その結果、基本研修と

フォローアップ研修で追跡調査対象にな

る有効回答数は 24であった。 

基本研修時アンケートの対象者の基本

属性は、男性：女性＝23：67、年代は 20

代 19％、30代 43％、40代 19％、50代

17％、60代 2％であった。職業は心理士

32％、精神保健福祉士 19％、保健師 18％、

看護師 17％、精神科医 6％、その他 8％

であった。災害・トラウマ支援の経験は、

全くない 16％、少しある 66％、ある程度

ある 14％、かなりある 4％であった。 

 

【アンケート結果】図 3 

 基本研修後のアンケート結果は、現在

の仕事と関連があるかという質問に対し

ては「強くそう思う」「少しそう思う」が

88.8％、試してみる意欲があるかという

質問に対しては「強くそう思う」「少しそ

う思う」が 85.1％であるのに対し、活用

する自信はあるかという質問に対しては

「強くそう思う」「少しそう思う」が

33.8％と低かった。活用する自信に関連

する要因としては、災害・トラウマ経験

が多いと感じている者ほどSPRを活用す

る自信も有意に高かった。 

 基本研修とフォローアップ研修で追跡

調査した結果（N=24）、フォローアップ

研修に参加した後の方が、SPR について



の項目の平均値が全体的に上がったが、

中でも研修のわかりやすさが有意に高く

なった。 

 また、フォローアップ研修後の調査で

は、事例提供した者（N=7）はしなかっ

た者に比べて、自分の仕事の中で SPRを

試してみようと思うかという質問に対す

る答えが有意に高かった。 

 

【スキル実施ログ調査結果】 

 スキル実施ログの回収数は 17 ケース

だった。支援対象者の精神症状（複数回

答）は抑うつ（10 ケース）と不安（7 ケ

ース）が多かった。SPRのスキルのうち、

実際に使用したスキル（複数回答）は多

い順に、情報収集（11ケース）、周囲の人

と良い関係をつくる（11ケース）、ポジテ

ィブな活動（8 ケース）、心身の反応（5

ケース）、役に立つ考え方（5ケース）、問

題解決（4ケース）だった。スキルの有用

性（5段階評価）で平均値が高かったのは

情報収集（4.8）とポジティブな活動（4.8）

だった。スキルの自信（5段階評価）で平

均値が高かったのも情報収集（4.2）とポ

ジティブな活動（4.1）だった。 

 

【グループ・ディスカッション結果】 

自分の活動の中で SPR が役に立ちそ

うだと思う場面に対しては、「相談業務」

や「健康教室等グループでの活用も可能

ではないかと」いう声が寄せられた。ま

た、「対象者が自分の問題を解決するモデ

ルは、支援者の“問題解決してあげなけ

れば”という負担感が軽くなって楽にな

った」という声も挙がった。②今までに

実際に SPRを試してみた（試そうと思っ

た）ことがあるかに対しては、構造化し

たセッションでの活用は少なかったが、

「エッセンス的に活用している」という

声が多かった。③自分の活動の中で SPR

を活用する上で難しい点・工夫点・課題

に対しては、「スキルの指導という部分が

日本文化になじまないので一緒に考える

というスタンスが重要」「マニュアルどお

りでなく TPO に合わせて柔軟に使う必

要がある」「マニュアルの表現を自分なり

に変えて使うステップが必要」「スキルの

マッチングで、うまくいかなかったとき

スキルを変える応用力が必要」等の意見

が出た。④どのような研修体制や SV体制

があればSPRを活用しやすくなると思う

かに対しては、「事例検討」「タイムリー

な SV」という要望があがった。 

 

Ｄ．考察 

基本研修後のアンケート調査結果から、

SPR に対する興味関心は高く、試してみ

ようという意欲が高いのに対して、自信

は低いという傾向が明らかになった。追

跡調査からフォローアップ研修を経た後

には理解度が上がり、さらに事例提供を

行うと実際にSPRを実践してみようとい

う意欲が上がることが明らかになったが、

自信につながるまでには至らなかった。 

これらの結果から、SPRの研修には一

定の意義があるが、基本研修と 1 回のフ

ォローアップ研修だけでは限界があり、

グループ・ディスカッションの意見にも

あがったとおり、事例検討の繰り返しと

SV 体制を整える必要があることが明ら

かになった。 

 また、SRP の日本での適用の可能性と



課題としては、色々な支援場面に活用で

きる可能性が意見として挙げられたが、

一方で、構造化されているマニュアルか

ら、いかに自分のフィールドでフレキシ

ブルに応用できるかといったことや、マ

ニュアルの要素を実際にどう言葉で表現

し展開していくかといった具体性の部分

が求められていることが示唆された。 

以上のことから、今後はスカイプを用

いた定期的なケース検討を企画し、被災

地で SPRを活用した事例に対する SVを

行い、その効果を検討する予定である。 

また、支援方法として広く普及啓発して

いくためには、モデリング機能が必要だ

と考えられる。そのため、SPR 活用場面

についてのデモンストレーション DVD

等が有効ではないかと考えられため、来

年度の研究課題として検討していく予定

である。 

 

Ⅱ-1. SRP の我が国における実施可能性

についての研究 

Ａ．研究目的 

東日本大震災により宮城県は沿岸部を

中心に甚大な被害を受け、被災者は肉体

的、精神的な重圧を経験している。この

ため、被災者の心のケアは年単位の長期

間必要と考えられている。過去の研究に

よると、大規模災害後の被災地域住民に

は PTSD やうつ病などの精神疾患に加え

て、精神疾患には至らない亜症候性の精

神的問題が増加することが知られている。

そのような精神疾患を予防したり、亜症

候性の精神的問題に適切な支援を行うた

めには、精神的不健康を自覚する亜症候

性の精神的問題に対する心理的支援が重

要だと考えられる。 

災害後の心理的支援方法は、これまで災

害直後から急性期にかけて行われるもの

やトラウマに焦点を当てた方法を中心に

研究や開発が行われてきた。しかし、災

害直後から急性期での心理支援の効果は

非特異的な介入を上回るものではなかっ

た。また、回復・復興期の支援方法とし

て、いくつかの心理的支援方法が役に立

つことは知られているが、複数の心理的

支援方法を組み合わせて幅広い被災者に

役立つ実践的な心理支援方法はこれまで

開発されてこなかった。  

サイコロジカル・リカバリー・スキル

（Skills for Psychological Recovery：

SPR）は、災害回復復興期に多くの被災

者が経験しうる様々な精神的問題に広く

適用できる実践的な心理支援方法として、

アメリカ国立 PTSD センターと、アメリ

カ国立子どもトラウマティックストレ

ス・ネットワークが開発し、2010年に公

開され、2011年 6月に兵庫県こころのケ

アセンター研究班によって日本語版が作

成された最新の心理支援技法である。 

本研究の目的は、東日本大震災の被災者

を対象とし、災害回復期に推奨されてい

る最新の心理的支援法である、サイコロ

ジカル・リカバリー・スキル(Skills for 

Psychological Recovery：SPR）を用いて

介入を行い、同プログラムの我が国の被

災地における実施可能性を検証すること

である。 

 

Ｂ．研究方法 

【対象者】 

 対象者は宮城県被災地 A 地区に居住も



しくは就労している者で、精神的不健康

を自覚する 18歳以上の者で、精神医療機

関で治療を受けている者や重篤な精神症

状がある者は除外することとした。また、

日本語を母国語とし、本研究の目的、内

容を理解し、本人から必要な研究参加の

同意を文書で得られた者とする。 

 

【研究計画】 

A地区の自治体と覚書を取り交わし、

共催で住民に「災害後のストレス回復プ

ログラム」の参加者を公募する。 

支援を行う精神医療保健従事者（看護

師、保健師、心理士、医師等）は、すべ

て兵庫県こころのケアセンターのSPRト

レーナーによる研修を受講しており、同

トレーナーと東北大学病院精神科の精神

科医の SVのもとに SPRを実施する。 

選択基準を満たす参加者に対して、研

究の主旨を説明し書面で同意を取得した

後に介入前評価を行う。介入者は参加者

に対して訪問による 1回 60分程度の面接

を 1週間から 2週間に 1回程度の頻度で

計 5 回程度実施する。介入終了後に介入

後評価と 2 ヶ月後のフォローアップ評価

を実施する。 

 

【評価項目】 

プライマリ・エンドポイントは GHQ

精神健康調査票（GHQ-30）の総合得点で

ある。セカンダリ・エンドポイントはQOL

（ SF-8）、心的外傷後ストレス症状

（IES-R）、レジリエンス（TRS）、自己効

力感（SE）、プログラムへの満足度

（CSQ-8J）とする。また、プログラム及

び各スキルの感想とその後の活用につい

て質的内容分析により評価する。 

 

【目標対象者数】15例 

 

【倫理的配慮】 

本研究は、介入地区である A地区を管

轄する自治体の指導を受け、適切な連携

の元に実施する。 

介入者は、毎回の面接において、対象者

の全体的な精神状態（自殺念慮含む）を

評価する。また、本研究に関する重篤な

有害事象及び不具合等の発生を知った時

は、A 地区担当課との協力の下に必要な

対処や支援、医療機関を含めた関連機関

への紹介を含めて、最善を尽くすことと

した。本研究の実施については、東北大

学大学院医学系研究科倫理委員会の承認

を得て実施している。 

 

Ｃ．研究結果 

平成 25 年 7 月より、参加者の公募を

開始した。平成 26年 2月時点で、申込み

者は計 18名に達した。このうち、適応外

3 名、介入前のキャンセル６名、延期 1

例があり、残りの8名に介入を開始した。

このうち 4 名は、事前介入例であり、調

査開始後の介入例は 4 件である。事前介

入例を含めた 8 名については、現段階ま

でに有害事象は認められていない。 

介入を開始した 8名のうち、現在まで

に 4 名がセッションを終了した。予備的

な解析として終了した 4 件の介入前後の

評価を検討したところ、プライマリ・エ

ンドポイントである GHQ 精神健康調査

票（GHQ-30）の総合得点は、いずれも介

入前より介入後の方が下がっていた（図



4）。 

 

Ｄ．考察 

 本研究は平成 25 年度に介入を開始し

たばかりであり、まだ目標症例数に達し

ていない。このため、今回の報告を行う

時点ではプログラムの実施可能性を検証

する段階には至っていない。しかし、介

入を開始した 8 件において現段階では有

害事象を認めておらず、また予備解析の

結果では介入が終了した 4 件に関しては

GHQ-30 の数値も介入前後で比較すると

下がっている。このため、現時点では、

SPR が我が国においても安全かつ効果的

なプログラムである可能性が示唆されて

いる。 

 今後は症例対象数を増やし、目標対象

者数に到達した時点で、各エンドポイン

トの推移を分析し、プログラムの実施可

能性を検証していく予定である。 

 

Ⅲ.認知行動療法の普及、啓発を目的とし

た東日本大震災被災地における一般市民

及び支援者向けこころのエクササイズ研

修についての研究 

 

Ａ．研究目的 

東日本大震災により宮城県は沿岸部を中

心に甚大な被害を受け、被災者の心のケ

アは年単位の長期にわたって必要と考え

られている。認知行動療法は認知・行動

の両面からの働きかけによりセルフコン

トロール力を高め、社会生活上の様々な

問題の改善、課題の解決を図る心理療法

である。認知行動療法はうつ病、不安障

害など様々な精神疾患に適応があり、そ

の有効性が報告されている。また、精神

疾患だけではなく、疾患にまで至らない

抑うつ症状や精神疾患の予防にも効果が

あることが示されており、医療現場以外

の領域にも広く応用されている。 

日本では他の先進国と比べ、認知行動療

法の普及が遅れており、これを広く社会

に普及していくためには、効果的な研修

方法を確立していく必要がある。本研究

は、一次予防の観点から、認知行動療法

の基本的な考え方やスキルに基づいた、

日常生活の中でのストレスケアについて

の研修会を被災地の一般市民及び支援者

を対象に実施し、アンケートと質問票に

より質的調査を行うことで、研修の意義

と問題を検討する。そして、今後の認知

行動療法の普及、啓発の可能性と課題を

明らかにすることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

昨年度は一般市民への普及を行う前に、

岩沼市にて実際に被災地で市民対応を行

っている保健師などの支援者を対象に認

知行動療法に基づいた研修を平成 25年 2

月から 3月にかけて計 6回で実施した。 

 今年度は一般市民を対象に、岩沼市に

て岩沼市役所健康福祉部健康増進課の協

力を得て、一般市民を対象に平成 25年 6

月 3日、6月 10日、6月 17日、6月 24

日、7月 1日、7月 8日の計 6回。仙台市

にて仙台市精神保健福祉センター（はあ

とぽーと仙台）、および仙台市青葉区、宮

城野区、若林区、太白区、泉区の家庭健

康課の協力を得て一般市民を対象に平成

25年 10月 1日、10月 8日、10月 15日、

10月 22日、10月 29日、11月 5日の計



6回実施した。仙台市太白区にて仙台市精

神保健福祉センター（はあとぽーと仙台）、

および仙台市太白区の家庭健康課の協力

を得て一般市民を対象に平成 26 年 2 月

20日、2月 27日、3月 6日、3月 13日、

3 月 20 日、3 月 27 日の計 6 回を現在実

施中である。 

各回の研修の受講後に本プログラムの研

修の理解度や感想などのフィードバック

を得るためにアンケート調査を行った。

また、研修の全プログラムの前後で参加

者の属性、研修の理解・定着度を明らか

とするための質問項目、生活の質（QOL）

を測るための尺度として SF-8、認知行動

療法を学び活かすことで自己効力感が高

められたかを測るための尺度として特性

的自己効力感尺度を用いて検証した。 

研修を実施するに当たり、この領域で実

績が豊富な大野裕 国立精神・神経医療

研究センター認知行動療法センター セ

ンター長および田島美幸 国立精神・神

経医療研究センター認知行動療法センタ

ー臨床技術開発室長から技術指導を受け

た。 

なお、本研究の実施については、東北大

学大学院医学系研究科倫理委員会の承認

を得ている。 

 

Ｃ．結果 

岩沼市での平成 25年 6月からの研修では、

事前登録者数 16名で、実際の参加者数は、

第 1回 9名、第 2回 11名、第 3回 9名、

第 4 回 12 名、第 5 回 11 名、第 6 回 12

名であった。仙台市での平成 25年 10月

からの研修では、事前登録者数 27 名で、

実際の参加者数は、第 1回 18名、第 2回

19名、第 3回 14名、第 4回 15名、第 5

回 15名、第 6回 11名であった。 

実際の参加者の総数は 33名で、性別は男

性 4名(12.1%)、女性 29名(87.9%)、年齢

は平均 48.7±12.8歳であった。職業は主

婦 11名(35.5%)と最も多く、アルバイト・

パート 5 名(16.1%)、無職 5 名(16.1%)と

続いた。 

被災状況については、自宅の被災は全

壊・大規模半壊 3 名(9.4%)、半壊・一部

損壊 13 名(40.7%)、ほとんど被害なし・

被害なし 16 名(50.1%)であった。震災で

命の危険を感じたかという質問には、強

く感じた・まあまあ感じた20名(62.5%)、

あまり感じなかった全く感じなかった 12

名(37.6%)であった。 

研修についての満足感について、全 6

回の研修のアンケート調査を通して調査

した。岩沼市での支援者向けの平成 25年

2月の研修では、研修の難易度についてち

ょうど良いと回答したものが平均 94.5%

であった。岩沼市での一般市民向けの平

成 25年 6月からの研修では平均 87.5%で

あり、仙台市での平成 25年 10月からの

一般市民向けの研修では平均 87.5%であ

った。岩沼市での支援者向けの平成 25年

2月の研修では、今後の生活に活かせそう

だ、まあ活かせそうだと回答したものが

平均 98.5%であった。岩沼市での一般市

民向けの平成 25年 6月からの研修では平

均 94.7%であり、仙台市での平成 25 年

10月からの一般市民向けの研修では平均

94.7%であった。よって、この研修内容は

参加者に概ね理解し受け入れられるもの

であったと考えられた。 

研修に参加し、研修前後の調査票の回



答が得られ、全 6 回のうち 5 回以上出席

した 17 名について QOL、自己効力感の

変化について調査を行った。 

SF-8 の精神的サマリースコア(Mental 

Component Summary scores ; MCS)に

ついていては、研修前は平均 41.59±8.42、

研修後は平均 45.63±8.29 と改善を認め

たが、その差は有意ではなかった（図 5.）。

特性的自己効力感については、研修前は

平均 68.94±9.94、研修後は平均 71.53で

あり、傾向レベルでの改善を認めた

（Wilcoxonの Z=1.942, P=0.052）(図 6.)。 

認知行動療法の基本的な考え方の理解、

その定着度については、前述の 17名にお

いて前後調査した結果、自分の考え方の

癖を知っているかどうかという問いに対

し、あてはまる・まああてはまると回答

したものが、研修前 37.5%(N=6)であった

ものが、研修後には 93.3%(N=14)と増加

していた。他、どのように考えるとうつ

や不安な気分が強くなるのか分かってい

る か と い う 問 い で は 、 研 修 前

62.5%(N=10)から研修後 80.0%(N=12)、

自分をいつも苦しめている考え方に気づ

き、発想を切り替えることができるかと

いう問いでは研修前 25.0％(N=4)から研

修後 46.7%(N=7)、なるべく他の人の考え

を聞き、考え方のレパートリーを増やそ

うとしているかという問いでは研修前

68.8%(N=11)から研修後 71.4%(N=10)、

問題を解決しようとする時には、達成し

たい具体的な目標を立てるようにしてい

るかという問いでは研修前 62.5%(N=10)

から研修後 60.0%(N=9)、問題を解決しよ

うとする時には、もうそれ以上のアイデ

アを思いつけなくなるまでできるだけ多

くの選択肢を考えるかという問いでは研

修前 37.5%(N=6)から研修後 46.7%(N=7)、

解決策を実行した後で、状況がどう変化

したかを注意深く評価するかという問い

では 18.8%(N=3)から 46.7%(N=7)と変化

が見られていた。 

 

Ｄ．考察 

今年度は、岩沼市役所、仙台市役所と

いった行政や関係機関と協力し一般市民

を対象に「こころのエクササイズ研修」

を、岩沼市、仙台市で開催した。昨年度

は、予備的に実施した支援者を対象にし

た研修であったが、今年度は一般市民を

対象にした研修を開始することができた。 

研修に対する満足感は高く、実際にワ

ークを体験しながら楽しく学ぶことがで

きたという感想多く得られた。理解、定

着度については、自身の考え方のくせに

気づき、認知行動療法の考えに基づいて、

考えと気分、行動の関係について理解し、

ストレスに対する対処法を身に着けるこ

とができるようになったものと考えられ

る。 

今回の結果からは、災害後に一般市民

を対象に研修という形で認知行動的アプ

ローチによる介入を実施することは可能

であり、本プログラムは被災地域の一般

市民にも受け入れられる内容であると考

えられた。 

介入前後の QOL と自己効力感の変化に

ついては、現在のところサンプルサイズ

が小さく、結果は予備的な段階にある。

QOLと自己効力感について現時点では有

意な変化は得られていないが、自己効力

感については傾向レベルの変化が認めら



れた。来年度についても複数回の研修を

計画しており、さらにサンプル数を増や

していく予定である。 

 

Ｅ．結論 

 今年度の本研究によって、被災地に

おける、自治体職員、社会福祉協議会職

員、医療職、消防隊員など、およそ 2,800

人の精神健康についての現状を疫学的に

把握することができた。被災地での継続

的に支援を続ける上記人々は、一般の住

民以上に強いストレスを自覚しており、

また、抑うつ症状や PTSD 症状を呈しう

つ病や PTSD のリスクが高い者が一定数

以上いることが明らかとなった。また、

職種間によって、このような精神疾患の

リスクの割合が異なることも明らかとな

った。うつ病のリスクは、職場でのコミ

ュニケーションや休養不足などの災害後

の職場環境の要因が強く関わっていた。

一方で、PTSD のリスクには、これした

職場環境の要因に加えて、自宅の被災や

家族の死などの被災による直接的影響が

関与していた。今後、被災地の職場にお

ける職場環境の整備が重要である。 

また、SPRの普及については、地元の

被災地の保健師や心理士などの専門職 99

名に研修を実施した。研修に対する関心

は高く、研修自体への満足度は高かった

が、実践応用するためには、スーパービ

ジョンの体制や事例検討など、より実戦

的な教育が必要と考えられた。また、SPR

を用いた地域住民に対する介入について

は、プロトコルが完成し、これに基づく

介入が実際に開始された。現在までのと

ころ、介入による効果が期待できる可能

性があり、来年度はさらに本研究を進め

ていく。 

認知行動理論に基づく，一般市民向け

のこころのエクササイズ研修については、

被災地において、4 回の研修を実施した。

研修により認知行動的アプローチについ

ての理解が高まり、自己効力感の向上に

効果がある可能性が示唆された。来年度

以降も、さらに研修を継続していく予定

である。 
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図1. 職域毎の精神的苦痛(K6)、うつ病(PHQ-9)、PTSD(PCL)、ハイリスク者の割合（％） 
（2012年5月） 

 

 

 

 

 
図2. 社会福祉協議会の職種別の精神的苦痛(K6)、うつ病(PHQ-9)、PTSD(PCL)、ハイリス

ク者の割合（％）（2012年11月～2013年1月） 
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図4. SPR介入前後のGHQ-30得点の変化（N=4）＊プレ介入者も含む 
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図5.  こころのエクササイズ研修前後のQOLの変化 

 

 

図6. こころのエクササイズ研修前後の自己効力感の変化 
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